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This paper focuses on the behavior of people on a network who stop by at a facility on the way to
destination, and proposes the problem of locating facilities so that the total number of facility users is
maximized. We focus on the fact that the cost of using a facility increases as the number of users at the
facility increases. We assume that travelers either use a facility which minimizes the sum of travel time to
and from the facility and cost of using a facility, or travelers do not use any facility when the cost of using
a facility is more than the prespecified level. The proposed model is formulated as a bilevel optimization
problem that includes user-equilibrium sub-problems. We devise a heuristic solution method for finding
the local optimal facility location.
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1 はじめに
本稿では，ネットワークにおいて移動の起点と終点が指
定されたフロー需要が途中経路で施設に立ち寄る行動に着
目し，集客数が最大となるように施設を配置する問題を提
案する．施設における利用者数が増加することによる混雑
コストを考慮する点がモデルの大きな特徴である．提案モ
デルでは，ネットワーク上のフロー需要が，
(1) 施設を利用する経路の移動時間と施設の利用時間の和
(総所要時間) が最小となる施設を利用する
(2) すべての施設において，総所要時間が一定以上となる
場合，どの施設も利用しない
と仮定する．その上で，総所要時間をコストとみなすこと
で，各施設の利用者数を求める問題を利用者均衡配分 7)

と同一の構造の問題として記述する．
施設配置問題は，都市施設の望ましい配置を求める最適
化問題として広く知られており，様々なモデルが提案され
てきた 6)．施設配置問題で扱われる需要は，施設を直接
の目的地とする点的需要と移動途中で施設に立ち寄るよう
なフロー需要に大別することができる．点的需要を対象と
した問題には，p-メディアン問題や p-センター問題などを
始めとして，いくつもの重要なモデルが存在しており，広
く知られている．一方，フロー需要を対象とした問題は，
1990 年に Hodgson 10) がフロー捕捉型配置問題 (Flow

Intereption Location Model, 以降 FILMと呼ぶ)を提案
して以降，盛んに研究がなされており，近年も様々な拡張
や応用が提案されている．
FILMは，様々なフロー (ネットワーク上において起・

終点とその間の経路が指定された移動) とその流量を所与
とし，経路上に 1つ以上の施設が存在するフロー (捕捉フ
ロー) の合計流量を最大化するように，複数の施設を配置
する問題である．
FILMの枠組みで扱われてきた施設には，ATMやコン
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ビニエンスストアなどの施設に加え，代替燃料自動車の補
給施設 14) や車両検問所 11)，パークアイランド方式の駐
車場 12) などがある．また，テレビ CMの配置 15) など，
物理的な施設やネットワーク以外に応用したモデルも存在
し，FILMの適用範囲は非常に広いものとなっている．
FILM の枠組みで提案されてきたモデルの多くは，フ

ローの経路上に施設があるときのみフローが捕捉されると
仮定しているが，実際の都市では，人々が本来の経路から
外れ，わざわざ施設に立ち寄るような状況が日常的に発生
している．そのような施設の配置を FILM の枠組みで扱
うには，移動者が本来の経路から外れて施設に立ち寄る，
すなわち「迂回」を許容したモデルを構築する必要がある．
Bermanら 3) は，ネットワーク上の移動者が，本来の

経路から外れ一定距離以下の迂回を行い，施設を利用する
と仮定した上で，総来客数が最大となるように複数の店舗
の配置を決定するモデルを構築している．このモデルをは
じめとして，いくつか迂回許容型の FILM が提案されて
おり，FILMの拡張の 1つの重要な分野として確立されて
いる 2, 4, 9, 13, 17)．
しかし，これらのモデルは施設までの迂回距離のみに着

目しているものがほとんどであり，施設の利用にかかる時
間まで考慮したものは少ない．利用時間が利用者数に関わ
らず，施設ごとに決められた定数として与えられている場
合は，迂回許容型 FILM に多少の改変を加えるだけで記
述できるが，都市における多くの施設は，利用者数が増加
するほど，その施設の利用に要する時間が増加する (混雑
する) 構造を持つ．この構造は迂回許容型 FILM では記
述できないため，新たなモデルを構築する必要がある．
ここで，コンビニエンスストアなどの，移動者にとって

立ち寄ることが必須でない施設を対象とする場合について
考える．このとき，移動者にとって，ネットワーク上のど
の施設を利用するのにも多大な時間がかかってしまう場
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合，移動者は施設を利用せず，出発地から目的地へ向かう
ことが考えられる．この状況のもと，総利用者数が最大と
なるように施設配置を決定するモデルを構築することは，
有効な出店計画をたてる上で非常に有用となる．
本稿では，上述のような利用することが必須ではないよ
うな施設を対象として，施設利用にかかる総所要時間 (施
設を利用する経路の移動時間と施設の利用時間の和) をコ
ストとみなすことで，ネットワーク上に配置された各施設
の利用者数の算出を，利用者均衡配分と同一の構造の問題
に帰着させる．その上で，総利用者数が最大となるように
ネットワーク上に複数の施設を配置する問題を定式化す
る．提案モデルでは，ある所与の施設配置における総利用
者数の算出に最適化問題を解く必要が生じるため，総利用
者数を最大化するように施設を配置する問題は，最適化問
題を内包した最適化問題 (二段階最適化問題) となる．そ
のため，汎用ソルバーで求解可能な形式で，整数計画問題
として定式化することは困難である．本稿では提案モデル
の局所最適解を求めるヒューリスティックな解法も併せて
提案する．
提案モデルは，小売店舗などのレジで混雑が発生する施
設の配置だけでなく，病院や人間ドックなどのヘルスケア
に関わる施設，市役所や区役所の出張窓口などの公的な施
設，郵便局や銀行・ATMなど，利用者の増加により利用
時間が増加する構造を持った様々な施設の配置に適用する
ことができる．さらに，混雑が発生する度合いや移動者が
混雑をどの程度回避するかを表すパラメータを変化させる
ことで，様々な社会的な状況を記述することができる．例
えば，インフルエンザや新型コロナウイルスなどの感染症
が流行した場合，人々はできるだけ他人と接触することを
避けるように行動するため，混雑をひどく嫌って施設選択
を行うことになる．そのような状況下で，なるべく多くの
人が施設を利用できるような施設配置は，社会機能を維
持するうえで非常に有用な情報となる．また，既に競合
チェーンの店舗が出店している状況において，集客数を最
大とするように自社チェーンの店舗の出店計画をたてる際
にも，大きく改変することなく提案モデルを適用できる．
本モデルの先行研究として，Berman 2) のモデルがあ
る．そこでは，集客数が最大となるように小売店舗などの
商業施設をネットワーク上に配置する問題が提案されて
おり，施設の利用に要する時間を M/G/1 待ち行列モデ
ルで表した上で，本稿と同様の状況設定を仮定している．
このモデルも二段階最適化問題として定式化されており，
ヒューリスティックな解法が併せて提案されている．ま
た，7ノード，10リンクからなる小規模な例題ネットワー
クにおける数値例も示されている．ただし，このモデルで
は同じフローに属する人々は同じ施設しか利用出来ないと
仮定している点で，やや現実から乖離している．一方，提
案モデルでは，同じフローに属する移動者が各施設の混雑
に応じて複数の施設を利用する状況を記述することがで
きる．この点は，提案モデルと Berman のモデルのもっ

とも大きな違いであると言える．さらに，提案モデルは
Bermanのモデルと比較して，より直接的に混雑の度合い
を設定することができる．本稿では，Bermanのモデルで
扱われている例題よりも規模の大きな道路網ネットワーク
に提案モデルを適用し，混雑に関わるパラメータを変化さ
せることで多様な状況におけるモデルの特徴を分析する．
以降の構成は以下のとおりである．まず，第 2章では，

Berman らの迂回許容型 FILM を紹介し，その定式化を
示す．第 3章では，提案モデルの状況設定を整理し，定式
化とヒューリスティックな解法を示す．第 4章では，実際
の道路網に対して適用し，最適解の分析を行う．最後の第
5章では，本研究のまとめと今後の展開について述べる．

2 迂回許容型フロー捕捉型配置問題の定式化
Bermanら 3) の迂回許容型 FILMは，ネットワーク上

の様々な起・終点間で発生するフローを需要として捉え，
各フローは最短経路からの迂回距離が一定未満の施設に立
ち寄ることが可能と仮定している．この状況のもとで，い
ずれかの施設へ立ち寄りが可能なフローの合計流量が最大
となるように複数個の施設を配置する．以下では，施設が
配置可能なノード集合を K，正の流量が存在するフロー
の集合を Qと表す．また，次の記号を導入する．

p : 配置施設数
fq: フロー q ∈ Qの流量 (移動者数)

d(i, j): ノード iとノード j 間の最短距離
δq: フロー q ∈ Qの迂回許容度 (0以上の実数)

oq: フロー q ∈ Qの起点ノード
dq: フロー q ∈ Qの終点ノード
aqk: フロー q ∈ Qがノード k ∈ K へ立ち寄ることがで
きるときに 1，そうでないときに 0を取るパラメータ

ここで，aqk は具体的に以下のように定義される:

aqk =

{
1 d(oq, k) + d(k, dq) ≤ (1 + δq)d(oq, dq),
0 otherwise,

これは，施設を経由して起点から終点まで移動するときの
距離が，起・終点間の最短距離の (1 + δq) 倍以下であれ
ば，その施設に立ち寄り可能であることを意味している．
さらに，次の 0–1変数を導入する:

xk =

{
1 ノード k に施設を配置する,
0 otherwise,

(1)

yq =

{
1 フロー q がいずれかの施設に立ち寄る,
0 otherwise.

(2)

以上を用いると，迂回許容型 FILM は以下のような
0–1整数計画問題として定式化することができる:
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maximize
∑
q∈Q

fqyq (3)

subject to
∑
k∈K

xk = p (4)

yq ≤
∑
k∈K

aqkxk ∀q ∈ Q (5)

xk ∈ {0, 1} ∀k ∈ K (6)

yq ∈ {0, 1} ∀q ∈ Q (7)

目的関数 (3) は，捕捉されるフローの流量の総和を表して
おり，これを最大化する．式 (4) は，配置施設数が p 個
であることを表している．式 (5) は，フロー q がいずれ
かの施設に立ち寄るためには，フロー qの最短経路距離の
(1+ δq)倍以内で立ち寄り可能なノードに少なくとも 1つ
は施設を配置する必要があることを表している．式 (6),

(7)は決定変数 xk, yq の 0–1制約である．
このモデルでは，施設への迂回距離のみによって，立ち
寄り可能か否かを表す aqk が予め決定される．そのため，
各フローは，他者の行動に影響されることなく，配置され
た施設を利用するか否かを決定する．この点は，移動者が
他者の施設選択を考慮して，各自にとって総所要時間が最
短となる行動を取ると仮定した提案モデルとの大きな違い
である．なお提案モデルにおいて，施設の容量を十分に大
きく設定し，混雑が発生しにくい状況を仮定したとき，提
案モデルと迂回許容型 FILMの最適解は一致する．

3 提案モデルの定式化
3.1 状況設定とモデル化
以降では，道路ネットワーク上のノード集合をN，リン

クの集合を E とし，道路網ネットワークを G = (N, E)

と表す．また，施設配置が可能なノードの集合を K，正
の流量が存在するフローの集合を Q と表す．さらに，次
の記号を導入する．

fq : フロー q ∈ Qの単位時間あたりの流量 (移動者数)

oq : フロー q ∈ Qの起点ノード
dq : フロー q ∈ Qの終点ノード
Tq : oq と dq 間の最短経路を移動するのに要する時間

提案モデルでは，以下の状況を仮定する．

(a) ノード k に配置された施設の利用者数を uk としたと
き，施設の利用時間は gk(uk)で与えられる．ここで，
gk(uk)は，uk の単調増加関数である．

(b) 移動者は徒歩で移動を行うと想定し，ネットワーク上
のリンク (道路) には混雑が発生せず，通過に要する
時間はリンク長に比例する．

(c) 移動者は，ネットワーク上の各リンクの通過時間・各
施設の利用時間について，完全な情報を持っている．

(d) フロー q に属するそれぞれの移動者は，自分にとっ
て総所要時間 (施設を利用する経路の移動時間と施設

の利用時間の和) がもっとも短くなる施設を選択し利
用する．ただし，配置されたすべての施設において，
総所要時間が (1 + δq)Tq 以上である場合，移動者は
どの施設も利用せず，oq から dq へ最短経路で移動す
る．ここで，δq は 0 以上の任意の実数であり，迂回
許容度を表す．

(e) 移動者は起点から施設まで，および施設から終点まで
の移動に最短経路を用いる．

δq はフローごとに設定できるため，迂回時間の上限を最
短経路移動時間からの増分として記述することも可能であ
る．この状況下で，施設の利用者数の合計が最大となるよ
うな p個の施設の配置を求める．
提案モデルは次の下位問題と上位問題から構成される．

下位問題 所与の施設配置に対する施設利用者数の算出
上位問題 総利用者数を最大化する施設配置の探索

下位問題の解を得るため，道路網に仮想的なリンクを加
えた拡張ネットワークを構築し，移動者の施設選択行動を
利用者均衡配分と同一構造の問題として記述する．上位問
題に対しては，下位問題で得られる利用者数をもとに，局
所最適な施設配置を求める発見的解法を提案する．

3.2 所与の施設配置に対する各施設の利用者数の算出
以降では，所与の施設配置を，以下のような施設が配置

されているノードの集合 X と表す :

X = {k ∈ K | k に施設が配置されている } . (8)

前述の仮定の下で，所与の施設配置 X における各施設の
利用者を算出するため，以下の手順で拡張ネットワークを
作成する．

・施設が配置されているノード k ∈ X に「施設利用リ
ンク」を追加する．このリンクは両端点がノード kと
なるループである．このリンクを通過するのに要する
時間を施設利用者数 uk の関数として gk(uk)と表す．

・すべてのフロー q ∈ Qについて，oq と dq の間に「非
利用リンク」を追加する．このリンクを通過するのに
要する時間を (1 + δ)Tq とする．

図 1 は，1 つのフローが存在し，2 つの施設が存在する
ネットワークに対して，拡張ネットワークを構築したもの
である．この拡張ネットワークにおいて，経路 1を通過す
ることは，起点 oq を出発して施設 Aに立ち寄り，終点 dq
に向かうような行動を表す．同様に，経路 2を通過するこ
とは，施設 Bに立ち寄って起点 oq から終点 dq に行く行
動を表す．一方で，経路 3を通過することは，施設 Aに
も施設 B にも立ち寄らずに，oq から dq に最短経路で移
動することを表す．
この拡張ネットワーク上で移動者の施設利用行動を表現

することで，(d)の仮定は利用者均衡配分で仮定している
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Wardropの第一原則 (等時間原則) 19) と等しくなる．そ
のため，施設の利用にかかる総所要時間をコストと定義す
ることで，各施設の利用者数の算出に利用者均衡配分を用
いることが可能となる．

図 1: 拡張ネットワーク

ここで，一般的に用いられる利用者均衡配分と提案モデ
ルで構築する利用者均衡配分の相違点を述べる．通常の利
用者均衡配分では，各フローの起・終点間に存在するあら
ゆる経路を，フローが利用できる経路の選択肢として与え
る．一方，提案モデルで用いる利用者均衡配分では，(b)

ネットワーク上の道路リンクには混雑が発生しないこと，
(e) 移動者が起点から施設まで，および施設から終点まで
の移動に最短経路を用いることを仮定しているため，各フ
ローの利用可能な経路の選択肢は p+ 1個 (施設の利用を
表す p 個の経路と施設の非利用を表す経路) に限定され
る．この構造により，提案モデルで扱う利用者均衡配分
は，通常の利用者均衡配分よりも小規模な問題となる．
ここで，施設配置 X について，以下の記号を導入する.

E′(X) : 拡張ネットワークにおいて，各フローの起・終
点と施設間の最短経路に含まれるリンクと施設利用リ
ンク，非利用リンクの集合

Ef(X) : 施設利用リンクの集合 (Ef(X) ⊂ E′(X))

Wq(X) : フロー q ∈ Q が利用可能な経路の集合 (施設
を利用する p 個の経路と施設を利用しない 1 個の経
路の集合)

te(·) : リンク e ∈ E′(X)の通過に要する時間 (リンクパ
フォーマンス関数)

γw
e : 経路 w ∈ Wq(X)がリンク e ∈ E′(X)を含むとき
に 1，そうでないときに 0をとる定数

加えて，以下の変数を導入する．

vw : フロー qのうち，経路 w ∈ Wq(X)を通過する単位
時間あたりの移動者数

ue : リンク e ∈ E′(X) を単位時間あたりに通過する移
動者数

施設配置 X に応じて拡張ネットワークが構築されるた
め，拡張ネットワークのリンク集合 E′(X), Ef(X) およ
び経路集合 Wq(X) は，X を引数とする関数のように表
されることに注意されたい．また，前述したとおり，各フ

ローの利用可能な経路の選択肢は p+ 1個であるため，す
べてのフロー q について，Wq(X)は p+ 1個の経路の集
合となっている．
リンク e ∈ E′(X)が，通常の道路を表すリンクまたは

非利用リンクであった場合，te(ue)は ue に関わらず，常
に一定の値となる．一方，リンク e が施設利用リンクで
あった場合，te(ue)は先に定義した gk(uk)となる．
これらを用いると，各施設への均衡配分を求める問題

(以降，利用者数算出問題と呼ぶ) は以下のように定式化す
ることができる :

minimize
∑

e∈E′(X)

∫ ue

0

te(y)dy (9)

subject to
∑

w∈Wq(X)

vw = fq ∀q ∈ Q (10)

ue =
∑
q∈Q

∑
w∈Wq(X)

γw
e vw ∀e ∈ E′(X) (11)

vw ≥ 0 ∀w ∈ Wq(X), ∀q ∈ Q (12)

ue ≥ 0 ∀e ∈ E′(X) (13)

式 (9)において，通常の道路を表すリンクと非利用リン
クに関しては，積分部分は流量と経路長の積となる.

利用者数算出問題の最適解におけるリンク e ∈ E′(X)

の単位時間あたりの通過移動者数を ue
∗ とすると，施設の

総利用者数 z∗ は次のようになる:

z∗ =
∑

e∈Ef (X)

ue
∗. (14)

リンクパフォーマンス関数に BPR 関数 5) を設定すれ
ば，利用者均衡配分を求める問題は凸の非線形計画問題と
なることが知られている．そこで　，提案モデルにおいて
も混雑コスト関数に BPR 関数を採用する．これにより，
Frank-Wolfe 法 8) や TAPAS 法 1) などのよく知られた
手法により，均衡を計算することが可能となる．

3.3 局所最適な施設配置の探索手法
利用者行動を所与とした上での，上位問題を解くため

の発見的解法を提案する．提案解法は，目的関数値が改
善するように，現状配置を少しずつ変更していく Vertex

Substitutionと呼ばれるアプローチ 6, 18) を基礎とする．
具体的なアルゴリズムを記述するにあたり，以降では施設
配置 X を変数として扱う．
提案解法では，ある施設配置X に対する近傍を，「p−1

個の施設を固定し，1つの施設のみを隣接ノードに動かす
ことで得られるすべての配置」と定義する．例えば，図 2

のような道路ネットワークと施設配置X があった場合，2
つの施設それぞれを隣接ノードに移動させた 4 つの施設
配置が近傍となる．
これらを用いて，局所最適な施設配置X∗ を求める提案
解法は次のようになる．
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Step1 任意の施設配置 X を初期解とし，X における総
利用者数を暫定値 z とする．

Step2 X の近傍 S = {X ′
1, X

′
2, · · · }を求め，Sに含まれ

るすべての施設配置に対して総利用者数を計算する．
Step3 最も総利用者数が多い近傍解を X̃，そのときの総

利用者数を z̃ とする．
Step4 z < z̃ であれば，X と z をそれぞれ X̃ と z̃ に更

新して，Step2へ戻る．そうでなければ，X を局所解
として，探索を終了する．

図 2: 施設配置 X の近傍

4 道路網への適用例
実際の道路網からネットワークを作成し，提案モデルの

最適解の特徴を分析する．分析には，OpenStreetMap 16)

から作成した，神奈川県横浜市みなとみらい地区の道路
ネットワークを用いる．今回は，最適配置結果の特徴を把
握しやすくすることを目的として，複数のフローから迂
回距離が小さく立ち寄りやすいノードやすべてのフロー
にとって立ち寄りにくいノードがネットワーク上で混在
するように，4つの仮想的なフローを設定した．なお，毎
分 80mの徒歩による移動を想定し，各リンクの通過時間
を設定した．図 3 は，設定した 4 つのフローと，フロー
の起・終点間の最短経路を表している．各フローの流量
fq と最短経路を移動するのに要する時間は表 1のように
なる．施設 k ∈ K の利用時間 gk(uk) には，次のような
BPR関数 5) を設定した:

gk(uk) = t0

{
1 + α

(
uk

Ck

)β
}
. (15)

t0 は他に利用者が存在しないときの施設の利用時間を表
している．Ck は施設 k の擬似的な容量を表しており，利
用者数 uk が Ck を超えると，利用に要する時間が急激に
増加する性質がある (図 4)．この傾向は，サービス利用の

需要の増加に対して待ち時間が急激に増大する待ち行列理
論による結果とも類似点がある．加えて，後述するような
最適化問題としての扱い易さを備えており，本稿の目的に
沿ったモデル式であると考える．

表 1: 各フローの流量と最短経路の移動時間

流量 fq [人/分] 最短経路移動時間 [分]

フロー A 10 10.85

フロー B 10 11.63

フロー C 10 4.23

フロー D 10 8.50

図 3: 例題ネットワークとフロー

図 4: 施設の利用時間 gk(uk)

例題ネットワークに提案解法を適用した結果を分析す
る．提案解法はプログラミング言語 Pythonを用いて実装
した．施設利用者数の計算には Frank-Wolfe法を用いた．
また，各パラメータに対して局所解を 100回求め，その中
でもっとも優れているものを近似解とした．なお，p = 3

のときの配置結果は，すべての配置を評価して得られた真
の最適解と一致していることを確認している．
以降では，BPR 関数のパラメータを t0 = 2 分, α =

1, β = 8と固定し，Ck を変化させながら，近似解の分析
を行う．迂回許容度は，すべてのフローに対して δq = 0.5

とした．図 5は，施設配置数 pを 3から 6まで変化させ
たときの最適配置である．図 5における混雑の度合いを，
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(1) Ck = 3，(2) Ck = 6 および (3) Ck = 9の 3通りに
設定した (図 4)．また，擬似的な施設容量を表す Ck の違
いによる施設配置の傾向の差異を確認するため，BPR関
数のパラメータ β には大きな値に設定した．
図 5から，近似解においてフローの最短経路上，または
最短経路に近いノードに施設が配置される傾向があること
が分かる．Ck = 3のケースでは，すべての施設がフロー
の最短経路上に配置されている．Ck = 9 のケースでは，
図 5 (i)，(l)のように，施設数が多くなると，各フローの最
短経路上だけではなく，複数のフローからアクセスしやす
い経路外のノードに施設が配置される様子が見て取れる．
Ck = 3のように，フローの流量に対して施設の容量が小
さい場合，最短経路長の長いフロー Aやフロー Bの経路
上に集中的に施設を配置することで，総利用者数を確保す
る構造が見て取れる．これに関連して，Ck = 3, p = 3の
ときには，フロー Bの経路上の任意の 3つのノードに施
設を配置すれば，常に最適解となる．一方で，Ck = 9の
ようにフローの流量に対して十分な施設の容量が設定され
ている場合，1つの施設で複数のフローに属する利用者を
確保することが有利であるため，各フローの最短経路上だ
けでなく，複数のフローから平均的に近い位置に施設が配
置されていると読み取ることができる．
この様子をさらに詳しく見るため，施設数 pを変化させ

たときの最適値 (総利用者数) の推移を分析する (図 6)．
各 Ck の値において，施設数 p の増加に伴い最適値も増
加しているが，Ck の値が小さいほど，最適値の増加が緩
やかになっていることが見て取れる．Ck が 7以上のとき
は，配置施設数が多くなるほど，施設を 1つ追加したとき
の増分が少なくなる．一方で，Ck が 6以下のときは，施
設数を増やしても最適値がほぼ横ばいの箇所がある．これ
は一般的な施設配置問題には見られない特徴であり，容量
の小さい施設の配置をする場合，施設を追加してもほとん
ど効果がない状況が存在するということを示唆している．
Ck は前述した通り，施設の擬似的な規模を表してい
る．そのため，図 6 から容量の大きい (混雑しにくい)

施設を少数設置する場合と容量の小さい (混雑しやす
い) 施設を多数設置する場合とで，どちらが多くの利
用者を獲得できるかといった問題を定量的に分析する
ことが可能である．例として，図 6 から，(Ck, p) が
(8, 3), (6, 4), (5, 5), (4, 6), (3, 8) であるときは，いずれ
も総利用者数はほぼ同じで 25人程度となることがわかる．
提案モデルにおいて，混雑が無視できるほど施設の容量
を大きくすると，Bermanら 3) の迂回許容型 FILMに帰
着される．そこで，新たに図 7 のように 10 種類の仮想
的なフロー (流量はすべて 10人/分) を設定し，Ck を大
きく変化させて配置結果を確認する．図 8 は，Ck を 3,

15, 30, 100 と変化させたときの近似解である．図 8 (c),

(d) のように，Ck を 30, 100 と大きくすると，3 つ以上
のフローから利用される位置に施設が配置されることが見
て取れる．図 8 (d) の Ck = 100 の配置は，迂回許容型

FILMにおける最適配置と完全に一致する．また，100以
上の Ck であれば，常に迂回許容型 FILM の最適結果と
一致する．表 2は近似解において，総利用者数に対して 3

つのそれぞれの施設が占める利用者数の割合である．ここ
から，施設の容量が小さいほど，利用者は 3つの施設に均
等に分散される傾向があることが読み取れる．例えば，感
染症などが流行し，人々ができるだけ他人と接触すること
を避けようとした場合，混雑をひどく嫌って施設選択を行
うことになる．その結果として，移動者はネットワーク上
の施設を分散して利用することが想定される．表 2から，
Ck を小さく設定することで，このような状況での利用者
行動を記述できることが分かる．

表 2: 施設ごとの利用者数の割合

Ck = 3 Ck = 15 Ck = 30 Ck = 100

A 33.83% 35.80% 31.14% 25.00%

B 33.33% 34.46% 37.71% 50.00%

C 32.84% 29.74% 31.14% 25.00%

5 結論と今後の課題
本稿では，ネットワーク上の利用者の混雑を伴う施設の

選択行動を，利用者均衡配分に基づき記述し，総利用者数
を最大化するように複数の施設を配置するモデルを構築し
た．提案モデルに対するヒューリスティックな解法を示
し，例題ネットワークを用いて施設配置結果の特徴を分析
した．混雑が発生しやすい (容量が小さい) 施設の場合に
は，各フローの最短経路上にのみ施設が配置される傾向が
あり，反対に，混雑が発生しにくい (容量が大きい) 施設
の場合には，各フローの最短経路上のほかに，複数のフ
ローから近い地点に施設が配置される傾向が確認された．
これは既存のフロー捕捉型配置問題からは判明し得ない新
しい知見である．
今後の課題として，確率的利用者均衡配分により，利用

者の施設選択行動を記述するモデル化が考えられる．本研
究では，「利用者がネットワーク上の各リンクの移動時間・
各施設の利用時間について，完全な情報を持っている」と
仮定した確定的利用者均衡配分を用いて，利用施設の選択
行動をモデル化している．この仮定を緩和し，利用施設選
択行動を確率的に記述すれば，より現実的な状況を考慮す
ることができるであろう．
その他，本モデルではネットワーク上に存在するすべて

の人々が，全施設の利用に一定時間以上かかる場合，どの
施設を利用せずに，直接目的地へ向かうと仮定した．しか
し，施設の種類によっては，ある一定の割合で「どんなに
利用に時間がかかっても施設を利用する」行動を取る人々
が存在することが考えられる．提案モデルに以下の変更を
加えることで，このような状況を容易に扱うことができ
る．各フローを「利用時間によってはどの施設も利用しな
い人々」のフローと「利用時間に関わらず，いずれかの施
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図 5: Ck = 3 (左列)と Ck = 6 (中央列)と Ck = 9 (右列)の最適配置結果の比較

図 6: 施設数 pによる総利用者数の推移
図 7: 新たに設定したフローの例
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図 8: Ck に応じた配置結果の比較

設を利用する人々」のフローに分割し，前者のフローには
提案モデルと同じ p+ 1個の経路を選択肢として与え，後
者のフローには施設を利用しない経路を除いた p 個の経
路を選択肢として与える．こうして作成されたフローに対
して，本稿と同様の手法を適用することで上述の状況を記
述することができる．この拡張を行えば，提案モデルをさ
らに多様な場面に適用することができる．
また，提案モデルは施設にのみ混雑が発生し，道路には
一切混雑が発生しないと仮定した．道路の混雑も取り入れ
れば，ガソリンスタンドやドライブスルーなどの自動車で
利用する施設の最適配置も考えることができる．いずれも
今後の課題としたい．
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